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生協活動を通じてミャンマーに 2 度訪問され、昨年はロヒンギャ問題を三水会でお話しい

ただきました。今回は今年 2 月に起きた 3 度目のクーデターについて詳しく分析報告いた

だきました。 

軍の狙いは既得権益の維持にある。国民の抵抗にもかかわらず事態は悪化している。国際的

な支援が必要であるが、中国 ロシアは軍との関係に近く、安保理でも足並みがそろわず動

けないでいる。日本政府も態度を明らかにしていない。とのことでした。 

詳細は報告書を添付します。 

 

質疑応答も活発に行われました。 

その一つは、ミャンマー国軍は独立解放戦の中で人民義勇軍として生まれ、ミャンマー的社

会主義を堅持しようとしている。グローバリズム資本主義の自由主義者に対して戦ってい

るのだとみれば、軍はクーデターで民主主義を覆す悪ものたちとの見方は単純すぎるかも

しれない。近隣各国が内政不干渉を言うのもその複雑な事情を物語っているのではないか。

との意見でした。 

 

ズーム録画記録を参考までに添付します。上下 2 つに分かれています。 

https://youtu.be/QrrKZ0N6bMY 

 

https://youtu.be/W6AP9WGArDo 

 

 

なおこの会は三水会通算第 500 回にあたり、それを記念した岡本様の三水会紹介文も配布

していただきました。ミヤンマーの資料に続いて添付します 

 

https://youtu.be/QrrKZ0N6bMY
https://youtu.be/W6AP9WGArDo


三水会 2021 年 11 月例会 

2021/11/17・Zoom 開催 

 

＜報告レジュメ＞ 

「ミャンマー軍事クーデターの行方」 

岡本好廣 

 

始めにー世界のクーデターに共通していること 

  ・特定の地域で頻発している 

南米、東南アジア、アフリカ 

共通するのは多民族、貧困、差別 

 

１．今回のクーデターの特徴 

・時の動きを止めたクーデター 

・軍の狙いは既得権益の維持にある 

・国連安保理が常任理事国の拒否権で調停できない 

 

２．3 度目のクーデターで最も深刻な事態  

（１）最初のクーデター 

  ・1962 年国軍のクーデターでネ・ウイン大将を議長とする「革命評議会」が発足、

憲法と議会を廃止し、主要な政治家を逮捕・拘禁した。革命評議会は「ビルマ 

社会主義計画党」（BSPP）となり、他の全ての政党が解散させられた。同時に主

要産業が国有化された。軍内部で派閥争いが起き、反対派の有力者が解任された。 

  ・全土で反政府運動が起き、次第に激しさを増して行った。 

  ・日本は 1955 年から賠償を開始し、1968 年からは「対ビルマ有償資金供与」（円

借款）を提供した。 

  ・1974 年 1 月「ビルマ式社会主義に基づく新憲法」を公布し、ネ・ウインが大統

領に就任し、形式的に民主主義を掲げた。一方国営企業労働者のストライキ、学

生の反政府運動が全土で広がった。 

日本は 1968 年に「賠償」を、1975 年「対ビルマ無償資金供与」を開始した。 
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・1985 年 6 月、学生・労働者による大規模反政府スト、その後も続く。 

・1988 年 3 月、学生等による大規模反政府デモ、サンユ大統領辞任、新大統領

にサインルウイルが就任して収拾に乗り出したが、収まらずに辞任した。これ

を契機に市民や公務員も反政府運動、全国的な民主化運動に発展した。 

 

（２）2 度目のクーデター 

・軍は 1988 年に至るまで 5 回大統領を代えたが、反政府運動は収まらず、9 月

には民主化運動を封じ込め、ソオマウン大将を議長とする「国家法秩序回復評

議会」（SLORC）を設置して元の軍政に戻した。民衆の側は「国民民主連盟」

（NLD）を結成し、アウンサウンスーチが書記長に選出された。軍はスーチー

氏を 4 度目の自宅軟禁にした。 

・1990 年複数政党制に基づく 30 年ぶりの総選挙を実施、多くの干渉を撥ね退け

て NLD が圧勝したが、軍は政権を移譲せず議会も招集しなかった。 

・2010 年に軍は自分たちに有利な選挙関連法を公布、これに基づいて総選挙を

実施して勝利した。軍事政権は一旦解散し、テインセイン氏を大統領とする民

政に移行、スーチー氏も軟禁を解かれ、テインセイン大統領と会談し、協力し

て新しい国づくりを進めることに同意した。 

・2012 年に「上下両院および地方議会の補欠選挙」を実施し、スーチー氏が実質

的に率いる NLD が圧勝し、スーチー氏も下院で当選を果たした。 

・こうした民主化の動きを欧米、日米欧の国際社会が歓迎し、それまで中断し

ていた経済援助と首脳の交流を再開した。この年テインセイン大統領は日本を

訪問して野田総理と会談し、オバマ米大統領は日帰りでミャンマーを訪問した。 

 

（３）今回 3 度目のクーデターの特徴 

・このようにミャンマーの民主化が順調に進むかと思われていた矢先、今年 2

月 1 日に突然 3 度目のクーデターが起きた。1 月に実施された総選挙で NLD

が選挙違反をしたというのであるが、実際は軍が選挙結果を恐れて先手を打っ

てクーデター起こしたのである。軍が主張する選挙違反とは一部の名簿にダブ

りがあったこと、スーチー氏が無許可で無線機を所有していたことなどである。

どちらも些細なことで、選挙で軍が惨敗した結果、政治と経済の権益が奪われ

ること恐れたのである。 
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① 政治的特権への懸念 

2 度目のクーデター後の 2008 年、軍は憲法で次のような特権を手にした。 

・国軍総司令官は連邦議会と州・管区議会の議員の 25％を指名できる。 

・閣僚のうち内務、国防、国境担当の三大臣を任命し、内務省は警察を統括する。 

・国軍総司令官は非常事態の際に大統領から全権の移譲を受けることができる。 

・連邦議会議員の 4 分の 1 は軍に依って最初から決まっており、国軍司令官が事

実上大統領の上に君臨していて、シビリアンコントロールが効かない。 

 

② 経済的特権への懸念 

軍は２つの独占的企業体を保有し、そこから上がる利益を独占している。 

(ア) ミャンマー・エコノミック・ホールディングス（MEHL） 

(イ) ミャンマー・エコノミック・コーポレーション（MEC） 

   

・2 社は併せて 106 の子会社と 27 の関連会社を傘下に持っている。業種は農林

水産業、建設、不動産、宝石・鉱物採掘、金融、保険、各種製造業、商業、貿

易、電気、ガス、輸送、旅行、ホテルからサッカークラブまでのあらゆる業種

に及んでいる。 

・ミャンマー最大のコングロマリットであり、独占企業である。 

・MEHL の会長は今回のクーデターを主導し、大統領権限を手にしたミンアウ 

ンフライン国軍最高司令官、ソーウィン副司令官が副会長である。 

・この他役員には国軍最高幹部 7 人が入り、利権を共有している。 

・MEC は国防省が運営していて、グループを束ねる本社機能には現役の国軍幹

部らが取締役として名を連ねているという。 

   ・今回の総選挙はスーチー氏が率いる NLD が圧勝したので 4 分の 1 の軍優先枠

があっても票決で負け、いずれこうした政治特権と軍の２つのコングロマリッ

トを失う恐れがある。そうならない内に軍政に戻した方が安心だと考えて 3 度

目のクーデターに打って出たのではないかと推測される。 

 

４．解決には国内の闘いと国際的な支援が必要 

   ・国内では当初から学生、労働者、公務員、一般市民が立ち上がり、デモや軍や

行政に対する不服従運動を推し進め、死傷者が出ても屈せず闘っている。 
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 民主派がつくる「連邦議会代表委員会」（CRPH）は 4 月に文民政府「国民統一政府」

の発足を内外に宣言し、大統領以下の人事も発表した。少数民族の大多数もこれを支持

している。アウンサウンスーチ氏は引き続き国家顧問に就任する。 

 国連大使として家族とともにニューヨークに駐在していたチャーモートゥン氏は大

使を続けるとの声明を出し、多くの国の支持を受けて国軍批判を続けている。 

 国民の抵抗とサボタージュでミャンマーの経済はマヒ状態に追い込まれている。 

 

５．国際機関の対応への期待 

国連安全保障理事会の事態可決ための動きは内政に干渉すべきでないとする中・ロ両

国の反対で立ち往生している。 

① 中国はミャンマーに多くの利権をもつており、更に拡大しようとしている。 

・1 月 17、18 日に習近平国家主席が国家主席として 19 年ぶりにミャンマーを訪 

問して、西部の深海港や経済特区開発について協議し、両政府の合意を発表した。中

国が「一対一路」構想を進める上で 2 千キロに及ぶ国境を接するミャンマーは極めて

重要な国であり、経済援助や借款を通じて特別な関係を結びたいという意向があり、

それが実現したようである。この時に署名した大統領はその後のクーデターで拘禁 

されたが、国家間の契約は有効でそのまま実行に移されている。 

② ロシアはミャンマーへの最大の武器輸出国であり、双方の利害が一致している。

特にロシアはクーデターに反対している欧米に対して、国連の場で中国と共に反

撃できるチャンスを得たことになり、国連の場での解決は難しい。 

③ 東南アジア諸国連合（ASEAN） 

 ASEAN はタイ、ミャンマー、インドネシア、ベトナム、ラオス、シンガポール、ブ

ルネイ、マレイシア、カンボジア 10 国が加わる東南アジア地域の交流、連帯機関であ

る。伝統的に加盟国の国内問題には干渉しないという立場をとってきた。ミャンマー問

題についてもその姿勢は崩していないが、国による濃淡はある。 
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